
 

 別表 A 収支相償について 
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公益目的事業会計に収益事業等からの利益額の 50％を繰り入れる場合には別表 A(1)を、 

50％を超えて繰り入れる場合には別表 A(2)を、使用して計算します。 

50％繰入れと 50％超繰入れの違いは、次のとおりです。 

 

① 50％繰入れ 

第一段階の収支相償を満たした各公益目的事業に直接関連する費用と収益に加え、公益目的

事業の会計に属するその他の費用と収益で各事業に直接関連付けられない費用と収益、公益

目的事業に係る特定費用準備資金への積立て額と取崩し額、更に収益事業等を行っている法

人については、収益事業等から生じた利益の 50％を加算して収支を比較します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

剰余金が生じる場合には、公益目的事業のための資産の取得や翌年度

の事業費に充てるなど、公益のために使用することになります。 
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② 50％超繰入れ 

公益目的事業のために法人において収益事業等の利益額の 50％を超えて繰入れの必要があ

ると判断する場合には、公益目的事業に関するすべての資金の出入りとその見通しを足し合

わせて収支を比較します。 

具体的には、まず、事業費以外の資金需要として資産の取得又は改良(資本的支出)があるこ

とから、当期の公益目的保有財産に係る取得支出とその売却収入、及び将来の公益目的保有

財産の取得又は改良に充てるための資産取得資金（認定法施行規則§22Ⅲ③）への積立て額

と取崩し額を、公益目的事業が属する会計の費用、収益にそれぞれ加えます。その際、公益

目的事業費に含まれる公益目的保有財産に係る減価償却費は、財産の取得支出や資産取得資

金の積立て額と機能が重複することから、控除します。 

次に、特定費用準備資金への積立て額と取崩し額を加えます。ただし、この資産取得資金と

特定費用準備資金は将来の事業のための資金ですから、計画性をもって積立てと取崩しを行

ってもらうため、収支相償の計算上は、今後積み立てなければならない見込み金額を積み立

てる年数で除した額を限度として、積立て額を算入します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 毎事業年度の事業の実施状況や計画に応じて、50％、50％超いずれかを選択可能です。 

● ただし、収益事業等の利益の 50％超を公益目的事業財産に繰り入れた場合には、繰り入れた事業年度

末の貸借対照表では、公益目的事業と収益事業等とに区分経理（認定法§19）を行わなければなりま

せん。一旦 50％超の繰入れを行った場合には、その後の繰入れが 50％に留まった時にでも、継続性の

観点から区分経理を維持していただくことが適当です。 



 
別表A(1) 収支相償の計算（収益事業等の利益額の 50％を繰り入れる場合） 

 
 
 
 
 〔第一段階〕 
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別紙２の１．の「事業の一覧」に記載した「事業番号」

を記載してください。 

ⓐ 事業番号 

収支予算書（公益目的事業会計）の各事業に関連付け

られている収益、費用（管理費は含まれません）を記

載します。 

ⓑ 経常収益計、経常費用計 

経常収益が経常費用を上回る場合（6 欄が 0 円以下に

ならない状態）には当該事業に係る特定費用準備資金

への積立額として整理します（別表 C(5)を作成）。当

該事業に係る別表 C(5)特定費用準備資金の「２．当年

度収支相償上の積立額」を記載しますが、当該事業の

中で複数の特定費用準備資金を設定する場合にはこ

れらを合算した金額を記載します。 

ⓒその事業に係る特定費用準備資金の当期積
立額 

ⓐ ⓑ ⓒ 

6 欄が 0 円以下にならない事業は第二段階には進めま

せん。この基準を満たさない事業の事業費は、別表 B 

公益目的事業比率及び別表 C 遊休財産額の計算で公

益目的事業費から除かれますので、収益事業等の事業

費に算入されることになります。 

ⓔ 第一段階の判定 

ⓓ

5 欄に記載した特定費用準備資金積立額は、第二段階

10 欄の特定費用準備資金積立額に合算します。 

ⓓ 第一段階の特定費用準備資金 

ⓔ

 

別表 A(2)（収益事業等の利益額を 50％を超えて繰入れる場合）を作成する場合は、作成不要

です。 



 

 〔第二段階〕 
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2 欄の計のうち 6 欄が 0 円以下となったものの合計額

を 7欄の収入へ、3欄の計のうち 6欄が 0 円以下とな

ったものの合計額を 7欄の費用に、記載します。 

ⓕ第一段階の判定において「適合」となった
事業における経常収益計と経常費用計 

収支予算書（公益目的事業会計）の共通欄の収益、費

用を記載します。例えば、具体的事業名を指定せず、

「公益目的に使用してほしい」というような寄附金が

該当します。 

ⓖ特定の事業と関連付けられない公益目的事
業に係るその他の経常収益、経常費用 

収支予算書（公益目的事業会計）の小計欄の経常収益

計、経常費用計を記載します。 

なお、収支予算書の公益目的事業会計に経理された事

業の中で収支相償の第一段階を満たさない事業があ

った場合には当欄と公益目的事業会計の経常収益計、

経常費用計の額は一致しません。 

ⓗ 7 欄と 8欄の合計 

第一段階の5欄で記載した個々の事業に係る特定費用

準備資金の当期積立額の合計額と、これら以外に第二

段階で設定した特定費用準備資金があれば当該資金

の別表 C(5)２．当年度収支相償上の積立額を合算して

記載します。 

ⓘ公益目的事業に係る特定費用準備資金に関
する調整 

収益事業の利益から、法人会計の管理費のうち収益事

業に按分される額を控除した額の 50％（1円未満端数

切上げ）を記載します。 

管理費の按分方法は合理的な基準であればよく、下記

の例では会計上の事業費の比率で按分しています。 

（計算例） 

収益事業に按分される管理費 20＝ 

管理費 100×収益事業費 200/（公益事業費 700+収益事

業費 200+共益事業費 100） 

 

 収益事業 その他事業

当期経常増減額 100 △ 10

按分される管理

費 

△ 20 △ 10

利益額 80 △ 20

 

この例の場合、「収益事業から生じた利益の繰入額」

には、80の 50％である40を記載することとなります。 

ⓚ 収益事業から生じた利益の繰入額 

同様にその他事業の利益から、法人会計の管理費のう

ちその他事業に按分される額を控除した額の 50％（1

円未満端数切上げ）を記載します。 

 

Ⓚの例では「その他事業の利益額」はありませんので、

12 欄は 0となります。 

ⓛ その他事業から生じた利益の繰入額 

この欄が黒字の場合、今後の剰余金の扱い等欄に計画

等を記載してください。 

ⓙ 収入－費用 

ⓕ 
ⓖ 
ⓗ 
ⓘ 

ⓙ

ⓚ 
ⓛ 



 
≪参考≫ 収支予算書内訳表からの転記の方法（収支相償の計算） 
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○○ ×× 共通 小計 △△ □□ 共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

事業収益

・・・・・・

・・・・・・

　経常収益計

（2）経常費用

事業費

給料手当

退職給付費用

減価償却費

・・・・・・

管理費

役員報酬

給料手当

退職給付費用

減価償却費

・・・・・・

　経常費用計

　評価損益等調整前当期経常増減額

　投資有価証券評価損益等

　当期経常増減額

２．経常外増減の部

（1）経常外収益

・・・・・・

（2）経常外費用

・・・・・・

Ⅱ　指定正味財産増減の部

・・・・・・

Ⅲ　正味財産期末残高

科　　　目

収支予算書内訳表

平成X年4月1日から平成X+1年3月31日まで

（単位：円）

公益目的事業会計 法人
会計

内部取
引消去

合計
収益事業等会計

この欄の数字を 
別表 A(1)の 2 欄に記載

この欄の数字を 
別表 A(1)の 3 欄に記載

この欄の数字を 
別表 A(1)の 8 欄に記載

この欄の数字と 
別表 A(1)の 9 欄は 
原則一致 

次ページの、別表 A(2)についても同様に数値を転記し

てください。 



 
別表A(2) 収支相償の計算（収益事業等の利益額を 50％を超えて繰り入れる場合） 
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14 欄と 15 欄の合計額は、費用 16 欄から収入 9 欄と

13 欄の計を差し引いた額を限度とします。また、収益

事業等の利益の 100％が繰入額の上限となります。 

当欄は、収益事業の利益から、法人会計の管理費のう

ち収益事業に按分される額を控除した額を、上記限度

額の範囲内で記載します。管理費の按分方法は合理的

な基準であればよく、下記の例では会計上の事業費の

比率で按分しています。 

 

（計算例） 

収益事業に按分される管理費 20＝ 

管理費 100×収益事業費 200/（公益事業費 700+収益事

業費 200+共益事業費 100） 

 

 収益事業 その他事業

当期経常増減額 100 △ 10

按分される管理

費 

△ 20 △ 10

利益額 80 △ 20

 

この例で利益額の 100％を繰入れる場合、「収益事業か

ら生じた利益の繰入額」には、80 を記載することとな

ります。 

ⓓ 収益事業から生じた利益の繰入額 

同様にその他事業の利益から、法人会計の管理費のう

ちその他事業に按分される額を控除した額を記載し

ます。 

 

ⓓの例では「その他事業の利益額」はありませんので、

15 欄は 0となります。 

ⓔ その他事業から生じた利益の繰入額 

収支予算書の対象事業年度中に公益目的保有財産を

取得又は売却する予定があれば記載してください。 

ⓒ 公益目的保有財産に係る当期収支 

50％超の場合、上限額があります。別表 C(5)で計算し

ますが、（各資金の積立限度額－前期末の当該資金の

残高）／目的支出予定時までの残存年数で算出しま

す。11 欄、12 欄も同様です。 

ⓐその事業に係る特定費用準備資金の当期積
立額 

ⓑ 

ⓐ 

ⓒ 

このページでは、別表 A(2)にのみ関係する事項を解説

しています。その他の事項については、別表 A(1)の解

説を参照してください。 

ⓓ 
ⓔ 

12 欄、13 欄で資産取得等を費用として算入すること

から、減価償却費を費用から控除することで二重計上

を排除します。 

ⓑ 公益目的保有財産に係る減価償却費 

 

別表 A(1)（収益事業等の利益額の 50％を繰入れる場合）を作成する場合は、作成不要です。 
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